


「横浜市子ども・子育て支援事業計画」 原案 概要

平成27年度から平成31年度までの５年間

（２）計画の期間

生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、おおむね20歳までの子ども・青少年とその家庭としま
す。ただし、若者の自立支援については39歳までを対象にするなど、施策の内容により、必要に応じて対象の年
齢に幅を持たせ、柔軟な対応を行います。

（３）計画の対象

○子ども・青少年施策に関連する本市の各分野の計画と連携・整合を図るとともに、今後策定される予定の計画
についても、可能な限り整合を図ります。

○計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分に考慮し、新たな課題や環境の変化にも対応できるよう、
柔軟に施策を展開します。

（４）本市における他計画との関係

○新制度では、各市町村が様々な子ども・子育て家庭の状況や各事業の利用状況・利用希望を把握し、５年を
１期とする子ども・子育て支援事業計画を策定するとともに、計画に基づき事業を実施します。

○本市では、26年度末で計画期間が終了する「かがやけ横浜こども青少年プラン後期計画」（横浜市次世代育成
支援行動計画）を継承し、子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づく計画に位置付け、
幅広く本市の子ども・青少年にかかる施策を推進します。

（１）計画の趣旨・位置付け

第１章 横浜市子ども・子育て支援事業計画について

・・・議決範囲

市第170号議案説明資料
平 成 2 7 年 ２ 月 1 3 日

こども青少年・教育委員会

第２章 本市の子ども・青少年や子育て家庭を取り巻く状況と課題

ア 依然として続く少子化
○出生率は微増傾向にありますが、依然として少子化が進展しています。（25年：全国1.43、本市1.31）

イ 家族の状況の変化
○子どもの数の減少、三世代同居の減少、ひとり親家庭の増加などにより、家族の規模が縮小しています。

ウ 多様化する就業スタイルと依然として進まない仕事と生活の両立
○女性の育児休業取得率は83.0％（平成25年度）で制度の着実な定着が図られつつあるものの、依然として、

第1子出産を機に離職する女性の割合は高い状況です。
○家族類型や就業スタイル等が多様化しており、働く・働かないにかかわらず、いずれの選択も尊重し、 支援し
ていくことが大切です。

○未就学児のいる家庭における就労中の父親の帰宅時間は、約65％が20時以降となっており、その結果、平日
に父親が子どもと一緒に過ごす時間は、「ゼロから１時間まで」が４割以上と、父親に子どもと過ごしたいという
希望があっても、それが叶わない労働環境が多いという現状があります。

エ 地域のつながりの希薄化
○依然として、地域で過ごしたり、積極的に近所付き合いをしたりする人が少ない状況です。

オ 地域力の創出・向上
○地域のつながりの希薄化が言われる一方で、市民の地域や社会活動への参加意向は比較的高い状況です。

カ 情報化社会の進展
○情報化社会の進展が教育をはじめとする様々な分野で一層生かされる一方で、親子が触れ合う時間の減少
や、子どもたちの生活・行動等への影響が懸念されています。

（１）家庭、地域及び社会の状況

ア 母親にかかる子育ての負担
○共働きの家庭が増えている中でも、依然として子育てや家事は母親に負担がかかっている状況です。

イ 子ども・青少年の不登校、ひきこもり、無業状態及び貧困率の上昇
○ひきこもりの青少年が少なくとも約8,000人、無業状態の青少年が少なくとも約57,000人と推計されています。
○子どもの貧困率は上昇しており、子ども・青少年の育ちに関する影響が懸念されるとともに、就学・進学、就職

の際に困難な状況に陥る可能性が増大しています。

（２）厳しさを増す子ども・青少年の養育環境
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第３章 本市の目指すべき姿と基本的な視点

未来を創る子ども・青少年の一人ひとりが、自分の良さや可能性を発揮し、豊かで幸せな生き方を
切り拓く力、共に温かい社会をつくり出していく力を育むことができるまち「よこはま」

 子ども・青少年は、未来を創る力である
 子ども・青少年の持つ力を、大人が関わりを通して最大限引き出す
 育ちの連続性を大切にし、乳幼児期から青少年期に至る成長を長い目でとらえていく
 「子ども・青少年にとって」の視点を全ての市民が共有し、地域で子ども・青少年を育てる

「子ども・青少年にとっ
て」の視点での支援

全ての子ども・青少年の
支援

それぞれの成長段階に応じ、
育ちの連続性を大切にする

一貫した支援

子どもの内在する力
を引き出す支援

様々な担い手による
社会全体での支援

～自助・共助・公助～

（１）目指すべき姿

（２）計画推進のための基本的な視点

家庭の子育て力を
高めるための支援
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第４章 施策体系と事業・取組
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目指すべき姿、基本的な視点を踏まえ、子ども・青少年への支援、子育て家庭への支援、社会全体での支援を
進めるため、３つの施策分野と９つの基本施策により、計画を推進します。



質の高い乳幼児期の保育・教育基盤を確保します。

多様な「保育・教育」ニーズへの対応と充実を図りま
す。

放課後の居場所を充実させます。

人材の確保、定着、育成及び質の維持・向上を進め
ます。

施策の目標・方向性

主な指標
直近の現
状値

目標値（31
年度末）

保育所待機児童数
20人

(26年4月)
0人

（32年４月）

放課後19時までの居場所づくり
①放課後キッズクラブの整備率
②必要な分割・移転を終えた放
課後児童クラブの割合

①26.0％
② 8.0％
(25年度)

①100％
（全校）
②100％

＜主な事業・取組＞
・保育・教育基盤整備事業
・保育コンシェルジュ事業
・保育・幼児教育研修及び研究事業
・保育所等での一時保育
・放課後児童育成事業

○働く女性が増え、保育ニーズは増加してい
ます。また幼稚園での長時間保育の利用も増
えています。

○保育所、幼稚園、認定こども園等から小学
校への円滑な接続を図っていく必要がありま
す。

○保育・教育の質の維持・向上が求められて
います。

○特別な支援を必要とする子どもへの保育・
教育環境の確保ときめ細かな支援が必要です。

○小学校入学を機に仕事と育児の両立が困
難になる、いわゆる「小１の壁」への対応が必
要です。

現状と課題

基本施策① 未就学期の保育・教育の充実と学齢期までの切れ目のない支援

【施策分野１】子ども・青少年が様々な力を育み、健やかに育つ環境をつくる

＜主な事業・取組＞
・青少年の地域活動拠点づくり事業
・青少年の自然・科学体験活動の推進
・プレイパーク支援事業
・寄り添い型学習等支援事業
・青少年育成に係る人材育成・活動推進
・発達の段階に応じた連続したキャリア教育の推進

指標
直近の現
状値

目標値（31
年度末）

青少年地域活動拠点の年間延
べ利用人数

42,927人
（25年度）

142,200人

将来の夢や目標を持っている
中学生の割合

71.8％
（25年度）

75％以上

○人とのつながりや支え合いの中で、子ども・
青少年が自己肯定感を育んでいくことが難し
くなっています。

○不登校、ひきこもり、経済的困窮等、様々な
困難に直面している子ども・青少年に対して、
切れ目のない支援を行う必要があります。

○自主性や自己選択力を育んでいけるよう、
青少年育成のための活動の活発化と効果的
な推進を図る必要があります。

○子ども・青少年の育ちに関わる人々が子ど
もたちに適切な支援を行えるよう、人材を育
成していく必要があります。

○これまで以上に、小中学生・高校生等が地
域の様々な活動に参加する機会を増やすこと
で、子ども・青少年の育成とまち全体の活力
向上につなげていくことが望まれます。

現状と課題
子ども・青少年が自らの生き方を考え、進路を選択

する力が身に付けられる環境を整えます。

子ども・青少年を取り巻く課題に対し、育ちの連続性
を視野に入れ、社会全体で早期発見、早期支援に
取り組みます。

子ども・青少年が将来に夢や希望を持ち、困難を乗
り越えていけるよう支援します。

施策の目標・方向性

基本施策② 学齢期から青年期までの子ども・青少年の育成施策の推進
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○軽度の知的障害児や知的な遅れのない発
達障害児の増加が顕著になっています。

○地域療育センターの新規利用児が増加し
ています。

○保育所、幼稚園、認定こども園、小学校が
連携し、切れ目のない支援を行うことが重要
です。

○本市の小中学校の在籍児童数は減少傾向
にありますが、個別支援学級や特別支援学
校の在籍者数は増えています。また、自閉症、
学習障害、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）な
ど、発達障害に関する教育相談件数も増えて
います。

○障害のある子どもが暮らす地域においても、
その一員として育つことができるよう障害への
理解を図り、子どもが安心して成長できる環
境をつくっていくことが大切です。

現状と課題
地域療育センターを中心とした支援を充実します。
療育と教育の連携による切れ目のない支援を進め

ます。
学齢障害児に対する支援を充実します。
障害児施設の整備と在宅支援機能の強化を進めま

す。
市民の障害への理解を促進するための取組を進め

ます。

施策の目標・方向性

基本施策③ 障害児への支援

指標
直近の現
状値

目標値（31
年度末）

地域療育センターの初診待機
期間

3.5か月
(25年度)

2.8か月

児童発達支援事業利用者数
（地域療育センター含む）

145,110人
（25年度）

183,000人

放課後等デイサービス利用者
数

92,522人
（25年度）

507,000人

＜主な事業・取組＞
・地域療育センター運営事業
・放課後等デイサービス事業所の拡充と質の向上
・学齢後期障害児支援事業の拡充
・幼保小連携による情報の共有化
・重症心身障害児施設、障害児入所施設の整備
・メディカルショートステイ事業の推進

○若者のうち、ひきこもり状態が少なくとも約
8,000人、無業状態が約57,000人と推計されて
います。支援につながっていない若者をどの
ように支援につなげていくかが課題です。

○支援が必要な家庭で育つ小中学生等に対
し、生活支援、学習支援等を実施することに
より将来の進路選択の幅を広げ、自立した生
活を送れるようにすることが必要です。

○経済的困窮状態にあったり、福祉や医療に
関する支援が必要であったりするなど、複合
的な課題を抱える若者も多く存在します。一
人ひとりの状況に配慮した相談体制を充実さ
せていく必要があります。

○社会的な支援を受けながら働きつづけるこ
とができる環境づくりが必要です。

現状と課題
若者自立支援機関による相談支援を充実します。
様々な社会資源の連携を図り、困難を抱える若者

が自立に向けてステップアップできるような支援に
取り組みます。

子ども一人ひとりが、家庭の状況にかかわらず、将
来の自立に向けていきいきと学び、のびのびと成長
していくための環境を整えます。

子ども・青少年を取り巻く課題に対し、社会全体で
早期発見、早期支援に取り組みます。

施策の目標・方向性

基本施策④ 若者の自立支援の充実

指標
直近の現状

値
目標値（31
年度末）

若者自立支援機関の新規利用
者数

2,085人
（25年度）

2,800人

若者自立支援機関の継続的支
援により自立に改善がみられた
人数

917人
（25年度）

1,500人

＜主な事業・取組＞
・青少年相談センター事業
・地域ユースプラザ事業
・若者サポートステーション事業
・生活困窮状態の若者に対する相談支援事業
・よこはま型若者自立塾 5



＜主な事業・取組＞
・不妊不育相談・不妊治療費助成事業
・妊婦健康診査事業
・こんにちは赤ちゃん訪問事業
・産前産後ヘルパー派遣事業
・育児支援家庭訪問事業

指標
直近の現

状値
目標値（31
年度末）

妊娠届出者に対する面接を行っ
た割合

91.5％
（25年度）

95.0％

第1子出生数に対する新生児訪
問を行った割合

79.9％
（25年度）

95.0％

○結婚年齢の上昇等に伴い、35歳以上の高
年齢で妊娠・出産される方の増加傾向が続い
ています。

○初めての子どもが生まれる前に赤ちゃんの
世話をしたことのない親が４人のうち３人を占
めています。

○希望する妊娠・出産を実現できるよう、若い
世代の男女に対する妊娠・出産に関する正確
な情報が的確に提供される必要があります。

○産後うつ病の発症頻度に関する複数の報
告では、産後うつ病の発症者は産婦の１割を
超えるとされており、発症した場合は母親の
健康状態だけでなく、育児や子どもの成長・
発達に影響を与える可能性があるため、早期
発見、早期支援が課題となっています。

現状と課題

妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発及び妊
娠・出産に関する相談体制の整備を進めます。

安心・安全な妊娠・出産に向けた産科医療及び小
児医療を充実させます。

親子が地域で孤立せずに安心して育児ができるよ
う支援します。

産前産後のケアを充実させます。
産後うつの早期発見、早期支援に取り組みます。

施策の目標・方向性

【施策分野２】出産・子育てがしやすく、子育てが楽しいと思える環境をつくる

基本施策⑤ 生まれる前から乳幼児期までの一貫した支援の充実

○本市調査では、妊娠中から現在まで、子育
てについて不安を感じたり自信が持てなくなっ
たりすることについて、「あった」と回答した人
の割合は、「妊娠中」では56.5％、「出産後半
年くらい」では74.6％、「現在」においても
60.9％に及んでいます。

○子育てを楽しく、安心して行うために必要な
サポートとして、地域における親子の居場所
へのニーズが高い状況です。

○子育ての現状や子育て支援の必要性を理
解できるように地域ぐるみで子育て家庭に寄
り添う環境づくりが必要です。

○保護者の負担を減らし、ゆとりを持って子
育てに向き合ってもらうことで、保護者が子育
ての楽しさや喜びを感じることができ、子ども
にとってもより良い育ちにつながるため、リフ
レッシュ等で一時的に子どもを預けることがで
きる場の充実が求められています。

現状と課題
親子が共に様々な人との交流や豊かな体験ができ

る場・機会の充実を図ります。
子育てを温かく見守り、地域ぐるみで子育て家庭に

寄り添う環境づくりを進めます。
一時的に子どもを預けることができる場の拡充を図

るとともに、市民同士での預かり合いを推進します。
親子の個別ニーズに応じて、必要な施設・制度を円

滑に利用できるよう支援します。

施策の目標・方向性

基本施策⑥ 地域における子育て支援の充実

指標
直近の現

状値

目標値（31

年度末）

地域子育て支援の場の数（週３日
以上開設のもの）
①地域子育て支援拠点
②親と子のつどいの広場
③保育所子育てひろば、幼稚園
はまっ子広場

①18か所
②50か所
③52か所
（26年6月）

①23か所
②70か所
③74か所

子育て生活に満足感を感じている
保護者の割合

83％
（25年度）

88％
（30年度）

＜主な事業・取組＞
・地域子育て支援拠点事業
・親と子のつどいの広場事業
・横浜子育てサポートシステム事業
・地域子育て支援拠点における利用者支援事業 6



○ひとり親のうち、母子家庭の約４割が年間
総収入が300万円未満に留まっています。

○ひとり親家庭が置かれている状況は、就業
形態のほか、子どもの年齢、疾病・障害、親
の健康状態等によって様々な課題があります。

○配偶者暴力相談支援センターにおける相
談件数や、警察における暴力相談等の対応
件数は増加しています。

○横浜市ＤＶ相談支援センターにおけるＤＶ
に関する専用電話の相談者の多くが女性と
なっています。

現状と課題
ひとり親家庭への総合的な自立支援を行います。
ＤＶ被害の防止に向けて、相談・支援、職員の専門

的技術の向上及び体制の強化、関係機関との連携
促進、啓発等に取り組みます。

ＤＶ被害者等の相談・支援及び自立支援を行います。
女性緊急一時保護の受入先を確保するとともに、母

子生活支援施設において居住場所を提供します。

施策の目標・方向性

基本施策⑦ ひとり親家庭の自立支援／配偶者からの暴力（ＤＶ）への対応と未然防止

指標
直近の現

状値
目標値（31
年度末）

ひとり親家庭の就労者数
314人

（25年度）

1,900人
（6か年累

計）

ひとり親家庭自立支援事業利用
者数

4,627人
（25年度）

5,300人

＜主な事業・取組＞
・ひとり親家庭等自立支援事業
・女性相談保護事業
・女性緊急一時保護施設補助事業
・母子生活支援施設緊急一時保護事業
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＜主な事業・取組＞
・児童虐待防止啓発地域連携事業
・児童相談所等の相談・支援体制の充実
・里親推進事業
・子育て短期支援事業
・養育支援家庭訪問事業
・施設等退所後児童のためのアフターケア事業

主な指標
直近の現

状値
目標値（31
年度末）

虐待死の根絶
1件／年
（25年度）

0件

児童養護施設の入所待ち児童
数

198人
（25年度）

0人

○児童相談所への児童虐待相談・通告受理
件数及び新たに把握した児童虐待件数は過
去最多となっています。

○児童虐待による死亡事例や重篤事例が発
生しており、虐待が深刻化する前の早期発見・
早期対応が求められています。

○「横浜市子供を虐待から守る条例」の制定に
より、地域や関係機関と連携した児童虐待防
止対策のさらなる強化が求められています。

○養育に課題をかかえる家庭が増加し、深刻
で複雑な事例も増えているにもかかわらず、支
援メニューは相談とホームヘルプのみで、在宅
生活を支えるサービスが不十分な状況です。

○児童養護施設の退所後に家族による支援
が得られず、経済的な困難や精神的な不安、
社会的な孤立をもたらし、様々な問題に発展し
てしまうことが少なくありません。

現状と課題
児童虐待対策を総合的に進めます。
児童養護施設等の整備、養育環境の充実、老朽化

等に対応します。
里親等による養育支援を進めます。
横浜型児童家庭支援センターの設置を推進します。
施設退所に向けた自立支援・アフターケアの強化を

図ります。

施策の目標・方向性

【施策分野３】自助・共助・公助の意識を大切にし、社会全体で子ども・青少年を
育てる環境をつくる

基本施策⑧ 児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実

○夫婦共働き世帯の増加や、子育て世代の
男性の長時間労働の傾向が続いています。

○企業にとっては、両立支援やワーク･ライフ･
バランスの推進が企業の成長や業績に及ぼ
す成果を感じにくいため、取組への動機付け
が難しい状況です。

○子育ての喜びを社会で共有し、子育てを見
守る側も、子どもを育てる側も、全ての人がそ
うした温かい環境をつくりながら、社会全体で
子どもを大切にする機運を醸成していくことが
必要です。

○公共施設や公共交通機関等の物理面のバ
リアフリー化を進めるとともに、子どもや子育
てに対する社会的な意識改革、周囲の人の
理解などソフト面でのバリアフリー化を進め、
子育て家庭が安心して子育てできるまちづく
りを推進することが求められています。

現状と課題

ワーク・ライフ・バランスと多様な働き方ができる環
境づくりを推進します。

子どもを大切にする社会的な機運を醸成します。
安全・安心のまちづくりを進めます。

施策の目標・方向性

基本施策⑨ ワーク・ライフ・バランスと子どもを大切にするまちづくりの推進

指標
直近の現状

値
目標値（31
年度末）

ワーク・ライフ・バランスに取り
組んでいる企業の割合

28.1％
（25年度）

40％

＜主な事業・取組＞
・企業の認定制度「よこはまグッドバランス賞」
・企業内の取組への支援
・共に子育てをするための家事・育児支援
・祖父母世代に向けた孫育て支援
・学生・未婚者に向けた啓発・情報提供
・子どもの事故予防啓発事業
・地域子育て応援マンションの認定
・地域防犯活動支援事業
・交通安全教育の推進（幼児交通安全教育指導） 8



○子ども・子育て支援法に基づく事業計画においては、保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業について、５
年間の量の見込み（利用に関するニーズ量）、確保方策（量の見込みに対応する整備量と実施時期）を定める必
要があります。
○作成にあたっては、昨年度実施した「横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた利用ニーズ把握の
ための調査」を活用するとともに、地域のニーズにきめ細かく対応するため、本市では区単位で５年間の計画を
記載します。

【保育・教育の量の見込み、確保方策】（全市）

第５章 保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する５年間の量の見込み、確保方策

【地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、確保方策】（全市）
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PLAN
（計画の策定）

○横浜市子ども・子育て会議における
審議等を踏まえた計画の策定

○目標の設定

DO
（計画の推進）

○様々な主体との連携・協働による
事業の実施

ACT
（事業の継続・拡充、計画の見直し）

○予算編成過程における事業検討
○計画中間年を目途に量の見込み・
確保方策を見直し

○様々な子ども・子育て支援施策を着実に推進していくために、計画の推進体制を構築し、ＰＤＣＡサイクルを確保
する必要があります。

○計画策定後も、計画の実施状況や評価については、子ども・子育て会議で審議を行うとともに、市民、関係者の
皆様と幅広く意見交換をしながら計画を推進します。

CHECK
（実施状況等の点検・評価）

○横浜市子ども・子育て会議において、
事業の実施状況を毎年点検・評価

第６章 計画の推進体制（PDCAサイクルの確保）
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(1) 実施期間
平成26年11月８日から12月８日まで

(2) 周知方法
ア 素案冊子（約800部）及び概要版リーフレット（約30,000部）の配布

市役所、区役所、各区社会福祉協議会、保育所、幼稚園、地域子育て支援拠点、青少年
活動拠点、地域ケアプラザ、区民活動支援センター、市立図書館等において配布、閲覧に
供しました。

イ 関係団体への個別説明
町内会連合会、民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会、私立保育園園長会、幼稚園

協会、地域子育て支援拠点、小学校・中学校長会、PTA連絡協議会等へ、素案及びパブ
リックコメントの実施について説明を行いました。

ウ 「子ども・子育て支援新制度フォーラム」の開催（11/8(土)）
パブリックコメントのスタートにあわせて、本市の子ども・青少年施策や計画素案への

ご意見をいただく機会として、「子ども・子育て支援新制度フォーラム」を開催し、新制
度や子ども・子育て支援に関する基調講演、パネルディスカッションを行いました。
（参加者196名）

エ 市ホームページ及び広報よこはま（11月号）への掲載等

【参考】パブリックコメントの実施結果

１ 実施概要

２ 意見募集結果

○市民の皆様から、276通、2,401件のご意見が寄せられました。
※SNSを活用したアンケート調査等により1,562人の市民の皆様からのご意見を取りまとめてご提出い
ただいたグループがあり、１通、1,562件として集計しています。

（１）提出方法

（２）年齢層別・男女別の意見数
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（３）施策体系別意見数

（４）ご意見への対応状況

12






















































































































































































































































































































































































































